

2015年1月31日発行

最新・中国法ニューズレター
――――　第1号――――



	· 事例
	：
	「従業員が社則違反処分に署名を拒んだ場合、どうすれば良いか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P2

	· 重要法規解説
	：
	「財政部の「海外からの旅客の買い物に対する出国時の税金

還付政策の実施に関する公告」についての解説・・・・・P3　　　　　　　　　　　　　

	· 主要法令
	：
	特に日系企業にかかわりのある最新法規の情報・・・・・P5 




従業員が社則違反処分に署名を拒んだ場合、どうすれば良いか

一、相談事項
ある金融会社の人事担当から次の法律相談を受けた。同社の従業員が出勤遅刻や早退、勤務中株券売買、オンラインチャットなどの社則を違反した現象が良く発生し、会社側が当該社則違反の事実を確認する際、従業員は大抵確認書の署名または始末書の提出を拒否し、対立の姿勢を示した。
従業員の厳重な社則違反を理由に労働契約を解除する場合、従業員の署名ない書面警告は有効か否か。
　社則違反の従業員を如何に処罰することは労働関係管理上の難題の一つであり、特に厳重な社則違反者との労働契約を解約せざるえない場合は尚更である。然し、従業員の社則違反の事実を確かめないまま処罰したら、労働仲裁の敗訴リスクに直面する恐れがあるので、確実な証拠を得るために下記の二つの点に注意を払わなければならない。

二、会社側による一方的な解約に必要な条件

　「最高人民法院の労働紛争案件審理における法律適用の若干問題に関する解釈」の規定には、雇用者による開除、除名、辞退、労働契約解除、労働報酬減少、労働者勤続年数等の決定によって発生した労働紛争について、雇用者は挙証責任を負うと定めている。従って、一方的な解約について、雇用者は解約の合法性を裏付けるための挙証責任を負わなければならず、且つ下記の三つの条件に合致しなければならない。

1、解約の法律根拠について

　雇用者は従業員との労働契約を解除した場合、労働契約法に定める解除条件を満たさなければならず、勝手に不法な解除条件を労働契約に約定してはならない。

2、解約の事実根拠について

　雇用者は解約条件に合致する客観的な事実の存在を裏付ける証拠を提出しなければならない。例えば、会社側は厳重な社則違反を理由に労働契約を解除した場合、従業員に社則違反行為があったことを裏付ける証拠を提出しなければならない。

3、解約の手続根拠について

　「労働契約法」の規定には、雇用者は労働契約を一方的に解除した場合、事前にその理由を労働組合に通知する。雇用者は試用期間中の労働契約を解除した場合、その理由を労働者に説明する。経済的人員削減が必要な場合、雇用者は30日前までに労働組合又は全従業員に対し状況を説明し、労働組合若しくは従業員の意見を聞き取り後、人員削減方案を労働行政部門に報告すると定めている。雇用者はこれらの手続なくして労働契約を解除した場合、労働契約不法解除を構成する恐れがあると考えられている。

三、社則違反事実を裏付ける証拠の固定化

1、会社側は関連規程違反行為を社則に定め、且つ民主的討議手順及び告知手続の上採択したことがあるか否かにかかるのである。
　民主手続による証拠固定化については、会社側は社則や会議の議事録、従業員意見取り纏め等の方式で確認することができる。告知手続については、会社側は従業員の受取サイン、トレーニングの出席確認、筆記試験などの方式で証拠を固定化することができる。実際に公告で告知手続を行う企業は少なくないが、挙証の角度から見れば、これによって企業にとっては必ずしも有利ではないと考えられている。

2、規律違反行為の存在。

　雇用者は社則違反行為の存在を証明するには従業員に始末書を提出させ或いは規程違反処理意見に署名させることができるが、自己に不利な事実を署名で確認しようとしない従業員が少なくないため、この場合において雇用者は下記の方式で証拠を固定化させることができる。

(1)会社側は規程違反事実を書面にて確認の上、部門上司の処理意見を得て従業員に送達することができる。従業員が署名を拒否した場合、労働組合等の第三者経由で従業員による署名拒否の事実を証明することができる。

(2)会社側は補助証拠を以って社則違反事実を確認することができる。会社側は電子メールを送信して社則違反事実及び処理意見を明確にする。また、条件を満たした場合、雇用者は録音録画を通じて証拠を集めることができる。

財政部の「海外からの旅客の買い物に対する出国時の

税金還付政策の実施に関する公告」

2015年1月16日、財政部は「海外からの旅客の買い物に対する出国時の税金還付政策の実施に関する公告」（以下、「公告」という）を公布し、同日より施行する。

一、背景

2011年1月1日より海南で出国時の税金還付政策のテストを実施されてから4年間経過、全国的な範囲に出国時の税金還付政策を広げられる条件が整えたと判断した財政部は「公告」の実施を通じて増値税制度の完備や観光業発展の促進、更に中国の自国商品の輸出を促進させる狙いがある。

二、税金還付適用条件
１、出国時の税金還付政策とは、海外からの旅客が離岸港より出国する際に、税金還付政策の対象となる店舗で購入した還付対象となる品物に対して増値税還付を実施する政策を指す。

２、海外からの旅客とは、中国内に連続して滞在する日数が183日を超えない外国人および香港、澳門、台湾地区の住民を指す。
３、離岸港とは、出国時の税金還付政策を実施する地域における対外且つ正式に開放される且つ税金還付担当代理機構が設置される港を指し、航空、水上および陸上での港が含まれる。
４、還付対象となる品物とは、海外からの旅客本人が税金還付対象となる商店で購入し、且つ税金還付条件に合致する個人品物を指す。但し、下記に掲げる品物は含まれていない。

（1）「中華人民共和国の入出国禁止、制限の品物リスト」に列挙する出国禁止、制限の品物；

（2）税金還付商店で販売され、増値税免除政策を適用される品物；

（3）財政部、税関総署、国家税務総局が規定するその他の品物。
５、海外からの旅客が税金還付を申請する際に、下記のすべての条件に同時に合致しなければならない。

（1）海外からの同人の旅客が同日に同一税金還付免税店で購入した物品の金額は人民元500元に達したこと；

（2）税金還付対象となる品物は未開封、又は未消費；

（3）税金還付対象となる品物の購入日より90日以内に出国すること；

（4）購入した税金還付対象となる品物は海外からの旅客本人が持参又は託送し、出国すること。

(5)税金還付条件の整えた商店は税金還付商店になるために省レベル税務部門に届け出はとして
三、税金の還付率

税金還付対象となる品物の税金還付率は11％とし、増値税還付額の計算公式は次の通りである。

増値税還付額＝税金還付対象となる品物の販売インボイス金額（増値税を含む）×税金還付率

四、出国時の税金還付手続流れ
１、海外からの旅客は、税金還付を申請するために、まず税金還付の店舗から出国時の税金還付申請表および販売インボイスを取得する。
２、海外からの旅客は、出国港より出国する際に、税金還付対象となる品物、その税金還付申請表および販売インボイスを持参し税関に申告し、税関によるチェック•確認の上、その申請表に承認印を捺印される。
３、地元購入地元出国か地元購入異郷出国かを問わず、かかる出国時の税金還付は海外からの旅客の出国手続きを行う出国港の離隔区内における税金還付代理機構が統一取り扱う。海外からの旅客はパスポート等の身分証明書、税関が承認印を捺印したその税金還付申請表、その販売インボイスを以って税金還付代理機構に増値税還付を申請する。
税金還付代理機構は関連情報をチェック•確認の上、海外からの旅客のために増値税還付を行い、且つ還付額を立て替える。税金還付代理機構は増値税還付額から税金還付に必要な手数料を控除することができる。
五、税金還付貨幣及び還付方式

１、税金還付貨幣は人民幣とする。

２、税金還付額が10000元以下の場合は、現金支払いか銀行口座振替方式かを自由に選ぶことができる。税金還付額が10000元を超えた場合、銀行口座振替方式で税金を還付される。
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	1
	財政部の「海外からの旅客の買い物に対する出国時の税金還付政策の実施に関する公告」『重要法規解説』ご参照下さい
	2015/01/06

	2
	商務部、税関総署の「2015年輸出許可証管理貨物分級発証目録」の公布
	2015/01/01

	3
	商務部、税関総署、質検総局の「2015年輸入許可証管理貨物分級発証目録」の公布
	2015/01/01

	4
	財政部、国税総局の部分産品輸出税金還付調整に関する通知
	2015/01/01

	5
	「特許紛争案件審理法律適用問題に関する最高裁の若干規定」の修正に関する最高裁の決定
	2015/02/01
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